
２．新・宮城の将来ビジョンの実現に向けた取組（農業農村整備事業関係）

◆

①被災地の復興完了に向けたきめ細やかなサポート

農業農村整備関係事業名

取組分野３　福島第一原発事故被害への対応 鳥獣害防止対策事業

②政策推進の基本方向

農業農村整備関係事業名

１．富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進

（１）全産業で，先進的取組と連携によって新しい価値をつくる

2
宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と地域を支える
商業・サービス業の振興

むらまち交流拡大推進事業

3 地域の底力となる農林水産業の国内外への展開 農地整備事業

（２）産業人材の育成と産業基盤の活用によって持続的な成長の基礎をつくる

4
時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の
整備

農業経営高度化支援事業

４．強靱で自然と調和した県土づくり

（７）自然と人間が共存共栄する社会をつくる

15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立 小水力等農村地域資源利活用促進事業

16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築

令和のむらづくり推進事業
地域資源・キャリア人材フル活用事業
みやぎの地域資源保全活用支援事業
多面的機能支払事業
田んぼダム導入促進・効果検証モデル事業
防災重点ため池管理対策強化支援事業
宮城県ため池サポートセンター事業

（８）世代を超えて安全で信頼のある強くしなやかな県土をつくる

17 大規模化・多様化する災害への対策の強化
水利施設整備事業
農地防災事業

18 生活を支える社会資本の整備，維持・管理体制の充実

中山間地域等直接支払交付金事業
県営農道整備事業（通作条件整備）
県営造成施設管理体制整備促進事業
土地改良施設機能診断事業

体系・基本方向・取組名

体系・基本方向・取組名

　県では，令和２年度で終期を迎えた「宮城の将来ビジョン」，「宮城県震災復興計画」及び「宮城県地方創生
総合戦略」の後継計画として，令和３年度を始期とする「新・宮城の将来ビジョン」を策定しました。
　計画期間が10か年である本ビジョンは，３～４年を期間とする実施計画を別途定め，具体的取組（推進事業）
や数値目標を示した上で確実に実施していくとともに行政評価システムにより事業の有効性や効率性などを検証
しながら推進していきます。

新・宮城の将来ビジョン
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令和４年度 農業農村整備事業関係施策の概要 令和４年７月

農山漁村なりわい課

農村振興課

農村整備課

農村防災対策室農業・農村を取り巻く情勢・課題
○農業者の減少・高齢化

「次代に向けて 田 水 郷 をつなぐ みやぎの農業・農村」
た す き た か ら

令和４年度主要事業
（☆･･･Ｒ４新規事業）

第３期みやぎ農業農村整備基本計画（Ｒ３～Ｒ１２）における施策の推進方向

基本項目Ⅰ 人口減少下で持続的に発展する農業の振興
（儲ける農業）

施策１ 先進技術等を活用した農業生産の効率化と高度化

① アグリテックの推進に向けた基盤整備

② 時代のニーズに対応した農業技術の確立と現地普及

施策２ 基盤整備と集積・集約化による農地利用の高度化

① 農業の成長産業化に向けた農業基盤整備

② 中山間地域等における農業生産の効率化と優良農地の確保

③ 担い手への農地集積・集約化の推進

④ 農業水利施設等のストックマネジメントの推進（農業用水の安定供給）

施策３ 先進的大規模拠点を核とした園芸産地の確立

① 大規模露地園芸の振興

基本項目Ⅱ 多様な主体が活躍できる農村の構築
（活力ある農村）

施策４ 関係人口と共に創る活力ある農村

① 農村を支える人材育成と体制整備

② 交流拡大による関係人口の創出

③ 農村におけるデジタルトランスフォーメーションの推進

施策５ 地域資源を活用した多様ななりわいの創出

① 地域資源の掘り起こしと磨き上げ

② 地域運営組織等による地域資源を活用したなりわいの創出

③ 「地消地産」による地域経済循環の構築

施策６ 環境と調和した持続可能な農業・農村づくり

① 農村の地域資源保全活動の推進による多面的機能の維持・発揮

② 土地改良区の体制強化

③ 野生鳥獣による農作物被害対策の強化とジビエ利活用の拡大

基本項目Ⅲ 自然災害に対応した農村地域の防災・減災対策の強化 （強靱な農業・農村）

施策７ 農業・農村の強靱化による地域防災力の強化

① 農村の防災機能の充実 ③ 農業水利施設等のストックマネジメントの推進（排水機能の維持・保全）

② 田んぼダム等農村地域の有する洪水調節機能の効果的な発揮 ④ 農村地域の生活環境の維持

・ 農地災害復旧費【農防】

・ 施設災害復旧費【農防】

・ 県営災害復旧費【農防】

◆令和元年東日本台風災害等からの生産基盤の早期復旧に取

り組みます。

令和４年度の営農再開予定面積 Ａ＝２７ｈａ (東日本台風災)

『みやぎ食と農の県民条例』で掲げる４つの目標

■ 安全で安心な食料の安定供給

■ 農業の持続的発展

■ 多面的機能の発揮

■ 農村の総合的な振興

第３期みやぎ食と農の県民条例基本計画(R3～R12)

における主要目標

農業算出額：1,939億円(H30) ⇒ 2,288億円(R12)

農 地 面 積：126,300ha(R1)    ⇒ 119,500ha(R12)

「田」･･･先人が築き上げてきた優良な生産基盤 「水」･･･水循環を支え農業生産に欠かせない農業用水 「郷」･･･美しい農村環境やそこで受け継がれてきた伝統・文化

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 出典：農林水産省「農林業センサス」

資料：農林水産省 平成29年度第３回過疎問題懇談会資料 資料：農林水産省「土地改良長期計画（中間とりまとめ案）」

○頻発化・激甚化する自然災害○田園回帰に対する意識の高まり○全国トップクラスの大区画水田整備率

出典：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」

30a以上 全国順位 50a以上 全国順位

青森県 66.9% 15 5.4% 23

岩手県 52.8% 29 10.8% 9

宮城県 69.0% 12 30.0% 1

秋田県 68.3% 13 24.4% 3
山形県 77.3% 7 3.9% 32
福島県 72.9% 8 6.8% 18

東北６県における水田整備率（Ｒ元）

うち大区画整備率(%)水田整備率(％)

（単位：千円）
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農地・農業用施設の被害額（全国）（億円）
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【年齢別基幹的農業従事者数の推移(宮城県)】

（個人経営体）

７０歳～ ６５～６９歳 ６０～６４歳 ３０～５９歳 １５～２９歳

(人)
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63% 72%
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都市住民の地方への移住の意向（全国）

思う どちらかと言えば思う どちらかと言えば思わない 思わない その他

◆競争力のある農業の実現に向けて，担い手への農地の集積・

集約化や生産コストの削減を図る農地の大区画化等の基盤整

備を推進します。また，野菜等の高収益作物の導入による収益

性の向上を目指し，水田の汎用化を進めます。

◆農業農村整備事業を計画的に推進するため，事業管理計画

に基づき，事業計画の調査・策定に取り組みます。

・農地耕作条件改善事業【なり】

・ 農業農村整備事業実施計画策定費【村振】

・ 県営ほ場整備事業調査【村振】

・ 農地整備事業【村整】

・ 水利施設整備事業【村整】

・ 基幹水利施設管理事業【村整】

令和４年度 農地整備実施地区数 ４８地区(Ａ＝２６２ha)

令和４年度 調査計画地区数 ４３地区（うち新規１２地区）

472,972

222,990

44,820

8,530,185

879,191

214,491

・ 多面的機能支払事業【なり】

・ 中山間地域等直接支払交付金事業【なり】

・ 中山間地域総合整備事業【なり】

・ 令和のむらづくり推進事業【なり】

・ みやぎ農山漁村ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ推進事業【なり】

◆農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のための地域活

動や営農の継続等に対して支援を行います。

◆関係人口の創出を図るため，農山漁村交流拡大プラットフォー

ムを活用した農山漁村地域と事業者のマッチングなど，多様な

参画者による交流活動が行える体制づくりを支援します。

令和４年度 日本型直接支払取組予定面積 Ａ＝７６，５００ha

2,190,264

265,924

84,000

28,659

6,691

☆農村整備事業【なり】 371,626
・ 農村地域防災減災事業調査計画費【村振】

☆緊急浚渫推進事業【農防】

・ 農業用河川工作物等応急対策事業【農防】

・ 防災重点農業用ため池緊急整備事業【農防】

・ 長寿命化・防災減災対策事業【農防】

◆防災・減災・国土強靱化のための５か年加速化対策として，早

急に対策が必要な防災重点ため池等について，安全性を確保

するための対策に取り組みます。

◆洪水被害を緩和する「田んぼダム」の取組を拡大するため，モ

デル地区における効果検証を継続するとともに，適地の選定に

ついて検討を進めます。

令和４年度 防災重点農業用ため池整備 ４地区

防災重点農業用ため池調査 ３４８箇所
（劣化状況評価：２０７箇所 地震豪雨耐性評価：１４１箇所）

371,626

234,460

210,000

138,600

622,100

8,400

○農業産出額の低迷
重点推進プロジェクト（Ｒ３～Ｒ７）

農業・農村の将来像

地域経済を支える農業
関係人口や移住希望者に選ばれる農村 農山漁村交流拡大プラットフォームにより，ビジネスを展

開したい農林漁業者や団体，さらに県内外の企業や個人

とのネットワークを構築し，新たな関係人口を創出します。

（具体的取組内容）

・新たな農村ビジネスの創出などの持続可能な地域づくり

に繋がる活動を支援

・援農ボランティアや郷土芸能・郷土食継承活動を支援

地域と関わりを持つ関係人口の創出プロジェクト

都市農村交流ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ 大学生との交流活動

水田の汎用化

収益力向上に向けた基盤整備プロジェクト

◆農地の大区画化のほか，地域の特性を活かした収益性の

高い作物の導入に向けた水田の汎用化を推進します。

（具体的取組内容）

・地域振興作物等を中心とした作付計画策定を推進

・栽培作物を考慮した地下かんがいシステム等の導入

・中山間地域における農地耕作条件の改善を推進

農地の大区画化

農村の暮らしを守る防災・減災対策プロジェクト

農村地域の安全・安心な暮らしを守るため，防災重点農

業用ため池に係る防災対策を推進するほか，田んぼダム

に取り組みます。

（具体的取組内容）

・ため池サポートセンターを設置し，適切な保全管理を支援

・ため池の安全性について調査調査を実施し優先度の高い

ため池から対策工事を実施

・モデル地区における田んぼダムの効果検証

田んぼダム対応排水桝・堰板防災重点農業用ため池の対策

404,939

2065,144

1084,705
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